
千葉市立千城小学校放課後見守り事業実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、千葉市立千城小学校放課後見守り事業（以下、放課後見守り事業とい

う。）を実施するにあたり必要な事項を定めることを目的とする。 

（実施場所） 

第２条  放課後見守り事業は、千葉市立千城小学校において実施するものとする。 

  （事業内容） 

第３条 放課後見守り事業の内容は、次のとおりとする。 

（１）児童の健康管理及び安全確保並びに情緒の安定に関する事業 

（２）児童の自由遊び及び学習の見守りに関する事項 

（３）家庭への連絡に関する事業 

（４）前各号に掲げるもののほか、教育長が放課後見守り事業の目的を達成するために必要

があると認める事業 

 （対象児童） 

第４条 放課後見守り事業を利用することができる者は、次に掲げる要件の全てを満たす

児童（以下「対象児童」という。）とする。 

（１）第２条に規定する小学校に在籍する児童であること。 

（２）第８条第１項第２号に規定する夜間の部を利用する場合にあっては、保護者が就労等

により午後５時以降に家庭にいないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育長は、特別の事由により放課後見守り事業を利用するこ

とが適当であると認めた児童について、対象児童とすることができる。 

  （人員配置） 

第５条 教育長は、放課後見守り事業を円滑に遂行するため、放課後見守り員を配置するも

のとする。 

２ 放課後見守り員は、千葉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例第１０条第３項各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

３ 教育長は、協力員を配置することができる。この場合において、協力員は、放課後見守

り員と協力して第３条各号に掲げる事業における児童の活動支援及び児童の安全見守を

行うものとする。 

 （実施期間） 

第６条 放課後見守り事業の実施期間は、毎年４月１日から翌年の３月３１日までとする。 

  （休業日） 

第７条 前条の規定にかかわらず、放課後見守り事業を行わない日（以下「休業日」という。）

は、次のとおりとする。 



  （１）日曜日 

 （２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

  （３）１月２日及び同月３日並びに１２月２９日から同月３１日まで 

  （４）その他教育長が指定する日 

２ 教育長は、特に必要があると認めるときは、前項の休業日を変更し、又は臨時に休業日

を設定することができる。 

 （開設時間） 

第８条 放課後見守り事業は昼間の部及び夜間の部において利用できるものとし、その開

設時間は、次のとおりとする。ただし、夜間の部を利用する者は、昼間の部も併せて利用

するものとする。 

（１）昼間の部の利用時間は、次のとおりとする。 

ア 月曜日から金曜日までにあっては、授業終了後から午後５時までとする。ただし、

当該日が千葉市立小学校及び中学校管理規則（昭和３９年千葉市教育委員会規則第

１号）第１９条の２各号に規定する日又は学校行事等による振替休業日である場合

にあっては、午前８時から午後５時までとする。 

  イ 土曜日にあっては、午前８時から午後５時までとする。 

（２）夜間の部の利用時間は、月曜日から土曜日の午後５時から午後７時までとする。 

２ 教育長は、特に必要があると認めるときは、前項の利用時間を変更することができる。 

 （利用の申込み） 

第９条 放課後見守り事業を利用しようとする対象児童の保護者は、千葉市立千城小学校

放課後見守り事業利用申込書（様式第１号、以下「申込書」という。）に、次の各号に掲

げる書類を添付して、教育長に申し込むものとする。ただし、２人目以降の対象児童につ

いて利用を申し込む場合は、次の各号のうち、第１号から第３号までに規定する書類の添

付を省略することができる。 

（１）同意書（様式第２号。別表第１の世帯区分Ｂ又はＣの適用を希望する場合又は夜間の

部の利用を希望する場合に限る。） 

（２）市区町村民税所得証明書等（別表第１の世帯区分Ｂ又はＣの適用を希望する場合であ

って、本市において市民税所得割額の確認ができない場合に限る。） 

（３）保護者が就労等により、午後５時以降に家庭にいないことを証明するもの（夜間の部

の利用を希望する場合に限る。） 

（４）その他教育長が必要と認める書類 

２ 前項の申込みの受付期間は、原則として、利用を希望する月の前々月１１日から前月の

１０日（ただしこれらの日が第７条第１号若しくは第２号に該当する日又は土曜日に当

たるときは、これらの翌日。）までとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、４月から利用を希望する場合の申込みの期間については、教

育長が別に定める。 



 （利用の承認等） 

第１０条 教育長は、前条の規定による申込みがあったときは、その利用について、次の各

号すべてに該当するときは承認するものとし、その旨を千葉市立千城小学校放課後見守

り事業利用承認通知書（様式第３号）により当該申込みをした者に通知するものとする。 

（１）対象児童であること。 

（２）保護者が、放課後見守り事業を利用する対象児童又は対象児童の兄弟姉妹について、

第１３条に定める利用料を滞納していないこと。 

（３）児童が身体に障害を有する場合は、保護者によって、当該児童が放課後見守り事業を

安全に利用するための措置が講じられていること。 

２ 前項の規定により承認する場合において、利用を承認する期間は承認開始月の１日か

ら承認終了月の末日までとする。 

３ 教育長は、前条の規定による申込みがあったときは、その利用について、第１項各号の

いずれかに該当しない場合は不承認とするものとし、その旨を千葉市立千城小学校放課

後見守り事業利用不承認通知書（様式第４号）により当該申込みをした者に通知するもの

とする。 

４ 教育長は第１項の承認にあたってやむを得ないと認める場合には、第２項の規定にか

かわらず、必要な範囲内において、利用の開始日の指定その他の条件を付することができ

る。その場合は、その旨を千葉市立千城小学校放課後見守り事業利用一部承認通知書（様

式第５号）により申込みをした者に通知するものとする。 

  （変更の届出） 

第１１条 前条の規定による利用の承認を受けた対象児童の保護者は、次の各号のいずれ

かに該当することとなったときは、速やかに、その旨を教育長に届け出るものとする。 

（１）申込書の記載事項に変更があったとき。 

（２）放課後見守り事業の利用を取りやめるとき。 

（３）月の初日から末日までの全日にわたって、放課後見守り事業を利用しないとき（以下

「休所」という。） 

（４）前号に規定する休所を取りやめ、利用を再開するとき。 

（５）夜間の部の利用を開始、休止、再開又は取りやめるとき。 

２ 前項の規定による届出は、千葉市立千城小学校放課後見守り事業利用変更届（様式第６

号）に、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）同意書（様式第２号。夜間の部の利用を希望する場合に限る。） 

（２）保護者が就労等により、昼間家庭にいないことを証明するもの（夜間の部の利用を希

望する場合に限る。） 

３ 第１項に規定する届出の受付期間は、同項第１号に規定するときを除き、第９条第２項

に準ずる。但し、教育長が緊急と認めた場合はこの限りでない。 

 （利用承認の取消等） 



第１２条 教育長は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用の承認を取り消し、又は

利用を一時停止させることができる。 

（１）保護者が、放課後見守り事業を利用する対象児童又は対象児童の兄弟姉妹について、

次条に定める利用料を滞納したとき。 

（２）放課後見守り事業を利用する児童が、対象児童に該当しないこととなったとき。 

（３）利用児童が身体に障害を有する場合であって、その児童が放課後見守り事業を安全に

利用することが困難となったとき。 

（４）その他教育長が放課後見守り事業の運営上必要であると認めたとき。 

２ 前項の規定により、利用を取り消し又は利用を一時停止させる場合には、保護者に対し、

千葉市立千城小学校放課後見守り事業利用取消（停止）通知書（様式第７号）により通知

するものとする。 

（利用料） 

第１３条 放課後見守り事業を利用する対象児童の保護者は、その利用について承認され

る月から承認を取り消される月まで、実際に利用した日数にかかわらず、毎月別表第１に

定める利用料を納付するものとする。ただし、第１０条第４項の規定により月の途中にお

いて放課後見守り事業の利用を開始した場合、又は月の途中において利用を取りやめた

場合における当該月に納付すべき利用料は、日割によって計算した額とする。 

２ 保護者は、利用料を当該月の末日（１２月分にあっては、翌月の１月４日）までに納付

するものとする。ただし、その日が第７条第１号若しくは第２号に該当する日又は土曜日

に当たるときは、その翌日までに納付するものとする。 

 （不徴収） 

第１４条 前条第１項の規定にかかわらず、保護者から第１１条第１項第３号の事由によ

る届出があったときは、教育長は、その保護者から当該月の利用料は徴収しないものとす

る。 

 （減額又は免除） 

第１５条 教育長は、利用児童の属する世帯が次の各号に掲げる事由（以下「減

免事由」という。）に該当し、かつ、第１号から第３号及び第５号の減免事

由については利用料の納付が著しく困難であると認められる場合、別表２の

区分に応じ、利用料を減額又は免除することができる。  

（１）火災、地震、風水害その他罹災等により、当該世帯が居住する家屋等が

著しい損害を受けたとき。  

（２）事業の倒産又は失業等により当該世帯の収入が著しく減少したとき。  

（３）同一世帯に属して生計を一にする父母又は家計の主宰者となるそれ以外

の扶養義務者の疾病等により、当該世帯の支出が著しく増加したとき。  

（４）利用児童の傷病等により利用することが不可能であると認められるとき。 

（５）当該世帯に、婚姻によらないで母又は父となった者がいるとき。 



２ 利用料の減免対象期間は、原則として減免事由が発生した日の属する月から減免事

由が消滅した日の属する月までとする。 

（減額又は免除の申請） 

第１６条 前条第１項の規定による利用料の減額又は免除を受けようとする保護者は、千

葉市立千城小学校放課後見守り事業利用料減額・免除申請書（様式第８号）に、減免事由

が確認できる書類及び減免額を計算するために必要となる書類を添付して教育長に提出

するものとする。 

２ 前条に規定する減免を希望する保護者は、前条第２項に規定する期間の属する年度

内に前項の申請を行うものとする。 

 （減額又は免除の決定） 

第１７条 教育長は、前条第１項に規定する申請書を受理したときは、利用料の減額又は免

除の可否を決定し、減額又は免除とする場合は千葉市立千城小学校放課後見守り事業利

用料減額・免除決定通知書（様式第９号）により、減額又は免除としない場合は千葉市立

千城小学校放課後見守り事業利用料減額・免除不承認通知書（様式第１０号）により、当

該保護者に通知するものとする。 

 （減額又は免除の理由の変更等の届出） 

第１８条 第１５条第１項の規定による減額又は免除を受けている保護者は、同条第２項

の期間内において、その理由が変更し、又は消滅したときは、速やかに、千葉市立千城小

学校放課後見守り事業利用料減額・免除理由変更・消滅届（様式第１１号）により教育長

に届け出るものとする。 

  （減額又は免除の取消し） 

第１９条 教育長は、第１５条第１項の減額又は免除を受けている保護者が次の各号のい

ずれかに該当するときは、当該減額又は免除を取り消すものとする。 

（１）虚偽などの不正な行為によって減額又は免除を受けていることが判明したとき 

（２）減額又は免除の理由が消滅したにもかかわらず、前条に規定する変更等の届出をし

ないとき 

２ 前項第１号の規定により減額又は免除を取り消された保護者は、当該減額又は免除を

受けていた月における所定の利用料を納付するものとする。 

３ 第１項第２号の規定により減額又は免除を取り消された保護者は、当該減額又は免除

の理由が消滅した日の属する月以降の所定の利用料を納付しなければならない。 

（減免承認後の調査） 

第２０条 教育長は、利用料の減免を承認した後において、当該世帯の状況について

適宜調査し、必要に応じて関係書類を提出させることができる。 

 （利用料の還付） 

第２１条 既納の利用料は還付しない。ただし、教育長が特別の事由があると認めるときは、

この限りではない。 



 （委託） 

第２２条 教育長は、放課後見守り事業の運営について事業者に委託することができる。 

  （委任） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、教育長が定

める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第９条、第１０条の

規定は、令和４年１月１日から施行し、令和４年４月１日以後の利用の申込み

について適用する。  

  



別表第１ 

千葉市立千城小学校放課後見守り事業利用料  

※１  世帯区分における世帯とは、当該世帯に属する児童、児童の父母（事実婚を含

む）、祖父母及び曽祖父母であって生計を一にする者により構成されるものをいう。

ただし、扶養義務者以外の者が同居し、子どもを監護するなど生計を一にしている

と認められる場合は、その者を世帯に含めるものとする。 

※２  生活保護世帯とは、この事業を利用する日におけるその該当の有無をいう。 

※３  市区町村民税非課税世帯及び市区町村民税の所得割課税額（世帯区分

における世帯に属する者が指定都市（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

５２条の１９第１項の指定都市という。以下同じ。）の区域内に住所を有する者で

あるときは、これらの者を指定都市以外の市区町村の区域内に住所を有する者と

みなして、市区町村民税の所得割課税額を算定するものとする。）が４７，

５００円未満である世帯とは、この事業を利用する日の属する年度の

前年度におけるその該当の有無をいい、所得割課税額は、当該世帯に属

する者に係る所得割課税額の合算額とする。  

※４   同一世帯で２人以上の児童が利用（休所している児童を除く）する場

合は、その最も年下の児童以外の児童については上記利用料金の半額

とする。  

※５   第１３条第２項による利用料の日割額の計算については、次の式に

より算出するものとする。  

 

［利用料月額］×［該当月の取止め日までの開設日数又は利用開始日以降の開設

日数（２５日を超える場合は２５日）÷２５日 

（ただし、１０円未満は切り捨てるものとする。）  

世帯区分 

昼間の部利用料 
夜間の部 

利用料 
７・８月以外 ７月 ８月 

Ａ 一般世帯 ３，５００円 
４，０００

円 

５，５００

円 

５，０００

円 

Ｂ 

前年度市区町村民税の所得割

課税額が４７，５００円未満

である世帯 

１，７５０円 
２，０００

円 

２，７５０

円 

２，５００

円 

Ｃ 
前年度市区町村民税非課税世

帯又は生活保護世帯 
無料 無料 



別表第２ 

減免の適用要件及び減免方法 

区分 減免事由 適用要件 減免方法 

第１号 第１５条第１項第

１号に該当すると

き 

家屋及び家財の損失額

（保険金等の補填額を除

く）が罹災前の価格の２

分の１以上の場合 

当該年の推定課税額に基

づいた世帯区分の利用料

に再認定 

第２号 第１５条第１項第

２号に該当すると

き 

当該世帯の当該年の見込

み収入額が前年度（前々

年）の収入額の合計の３

分の２以下に減少した場

合 

（ただし、これ以外の場

合においても、見込収入

額の減少による家計への

影響が甚大と認めた場合

を含む。） 

当該年の見込み収入額に

基づいた世帯区分の利用

料に再認定 

第３号 第１５条第１項第

３号に該当すると

き 

当該世帯の当該月の不測

の支出額が当該月の実収

入額の３分の１以上に増

加した場合 

当該年の推定課税額に基

づいた世帯区分の利用料

に再認定 

第４号 第１５条第１項第

４号に該当すると

き 

利用不可能な期間が３０

日以上見込まれる場合

（同一の事由では年度内

に１回のみの適用とす

る。） 

減免事由が発生した日の

属する月から、利用料を全

額免除（利用不可能な期間

が３０日以上６０日未満

の場合は１か月分、６０日

以上の場合は２か月分と

する。） 

第５号 第１５条第１項第

５号に該当すると

き 

母子及び父子並びに寡婦

福祉法施行令（昭和３９

年政令第２２４号)第１

条第２号に該当する場合

又は同令第１条の２第２

号に該当する場合 

 

地方税法(昭和２５年法律

第２２６号)第２９２条第

１項第１１号に規定する

寡婦又は同項第１２号に

規定する寡夫であるとみ

なして、同法第２９５条第

１項第２号、同法第３１４

条の２第１項又は同条第



３項及び第３１４条の６

の規定の例により、市町村

民税額を算定した場合に

得られる課税額に基づい

た世帯区分の利用料に再

認定 

備  考  

 １  当該年の推定課税額は次の算式により認定する。  

      第１号を事由とする場合  

      （前年の課税対象所得額－当該年の住宅家財等の損失額の内雑損控

除となり得る額）×税率  ＝  推定課税額  

      第３号を事由とする場合  

     （前年の課税対象所得額－当該年の不測の支出（見込）の内所得控除と

なり得る額）×税率 ＝  推定課税額 

２  当該年の見込収入額は次の算式により認定する。  

  当該年の既収入額＋減免事由の発生した日以降の見込収入額  ＝  見

込収入額 

    （上記算式で認定が困難な場合）  

  当該年の既収入額＋基準収入月額×減免事由の発生した日の属する月

以降の月数＋賞与見込額  ＝  見込収入額   

  ※基準収入月額は、減免事由の発生した日の属する月の賞与を除く収入額

とし、当該収入額が把握できない場合は減免事由発生後３カ月における賞

与を除く収入額の平均額とする。 

３  第２号又は第３号を事由とする場合で、減免期間が３カ月を超える場

合は、３カ月経過時に第２０条に定める調査を実施するものとする。  

４  減免事由に複数該当する場合は、減免額が最も大きい事由により認定

する。  


